
一般廃棄物処理基本計画 (原案)に関する各委員からの御意見
（第５回ＷＧ、第６回検討委員会以降）

項目 意見 回答

第６章
施設整
備計画

Ｐ１８　１の（１）－イの「隣接する施設につい
ては・・・」の脈絡が理解しにくい。

「脈絡が理解しにくい」との御意見につきましては、
以下のとおり修正しました。

「各施設の整備時期については、財政負担の低減・
平準化に配慮します。また、隣接する施設について
は、できる限り整備時期が重ならないようにするこ
とで、収集運搬の効率性に配慮します。」

第１章
基本計
画の改

定につい
て

＜１＞清掃事業の区移管に伴う都と特別区
の役割分担については、「地方自治法等の
一部を改正する法律等の施行による都区制
度改革実施大綱」（平成１２年３月２８日　都
区協議会決定）で定められている。この中
で、都の役割は「廃棄物等の埋立処分計画
の策定」、「新海面処分場（中防外側処分場
を含む）の整備・管理・運営」となっており、
「最終処分場の延命化に寄与する施策の実
施」、「新海面処分場後の処分場の確保」等
は各区の役割となっている。
　しかしながら、「清掃一組・２３区・東京都の
役割」とのタイトルが付いた図-1-1中で、東
京都の欄は単に「ごみの最終処分」と記載さ
れていることから、ごみの最終処分は全て都
の責任であるとの大きな誤解を与える表現と
なっている。(P2)
　このため、２３区の欄に、「新海面処分場後
の処分場の確保」を追加するとともに、都の
欄を「新海面処分場（中防外側処分場を含
む）でのごみの最終処分の受入」に修正して
いただきたい。
　また、本文についても、こうした趣旨を踏ま
え、次の例のように修正をしていただきた
い。「清掃事業の区移管に伴い、２３区の清
掃事業は各区が収集・運搬から最終処分ま
での責務を負うこととなったが、中間処理に
ついては一部事務組合を設立して実施し、
最終処分については引き続き都の処分場を
使用することとなった。このため、一般廃棄
物の～行われています。」

　「清掃事業の役割分担について、誤解を与える表
現となっているため修正してほしい」との御意見に
つきましては、以下のとおり修正しました。

　図-１-１は現状の役割分担の状況を示したもので
すが、東京都の記載については誤解を与える可能
性があるため「新海面・中防外側処分場でのごみ
の最終処分（23区・清掃一組の委託）」と修正しまし
た。23区の役割については、現状についての記載
であるため、原案のままとしました。
　本文についての修正は、第１章は原案のままと
し、「第7章　最終処分場の延命化」に趣旨を踏まえ
た内容を追加しました。
　
　第7章　最終処分場の延命化　1行目～
　ごみの最終処分は現在、東京都の新海面・中央
防波堤外側埋立処分場を使用していますが、その
後の処分場については、２３区が確保する必要が
あります。しかしながら、東京港内に新たな処分場
を確保することは極めて困難であるため、現在の
処分場をできる限り長く使用できるようにしていくこ
とが23区、清掃一組にとって最も重要な責務となっ
ています。このようなことから、本計画では、限りあ
る最終処分場の延命化のため・・・

資料７
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項目 意見 回答

第６章
施設整
備計画

[参考期間について]
「大規模工場の延命化後の更新規模の見直
しなど、施設規模の極端なアンバランスの解
消に取り組むことが、将来にわたる安定した
ごみ処理と大規模地震発生時のリスク分散
の観点から重要です。」と記載されている
が、現行計画の「湾岸地域の一部清掃工場
の整備計画変更や焼却炉の休止で全体の
焼却能力を絞る必要があります。」という表
現に比べてやや具体性に欠ける表現になっ
ている。2月7日のワーキンググループ会議
で示された資料３に記載されている「施設整
備に係る課題（次回の計画改定に向けて）」
に記載されているように新江東の規模縮小
や湾岸部と内陸部のアンバランス解消など、
具体的なアンバランスの解消について記載
するべきではないか。（P.20）

　「2/7ＷＧ資料にあるように、具体的なアンバラン
ス解消について記載すべきである」との御意見につ
きましては、以下のとおりと考えます。

　２月７日WGの後の検討委員会において、「施設整
備に係る課題（次回の計画改定に向けて）」につい
ては、「基本的に計画期間以降のことを記載するこ
とはおかしいと思うが、将来的に問題があるという
なら簡潔に記載する。」ということでまとまりました。
こうしたことから｢参考期間について」として、簡潔に
まとめたものです。
　今回の改定計画では、平成6～15年にかけて集
中的、大量に整備した施設が30年代中盤以降、耐
用年数を迎えるため、延命化手法などを導入し、整
備時期の平準化を図りましたが、施設規模のアン
バランス解消には取り組めませんでした。
　しかしながら、アンバランス解消は、23区の負担
の公平とともに長期的にごみ処理を安定化するた
めに重要な事項であり、引き続き取り組む必要があ
ることから、ご意見を踏まえて修正をしました。

［参考期間について］の６行目
　また、施設整備の面では、将来にわたる安定した
ごみ処理と大規模地震発生時のリスク分散の観点
から、大規模工場の延命化後の更新規模の縮小な
ど、施設規模の極端なアンバランスの解消に引き
続き取り組んでまいります。

第６章
施設整
備計画

[参考期間について]
「この時期にも安定したごみ処理を行うため
には、・・・今後のごみ量の推移を見ながら23
区と共にごみ量削減について検討を進めて
いく必要があります。」とありますが、21ペー
ジの見込では47年度以降焼却余力が極端
に低下する見込となっており、一層のごみ減
量が安定処理のために不可欠となっている。
このため、「検討を進めていく必要がありま
す。」程度の表現ではなく、中間処理の責任
を持っている一組としては、23区に一層のご
み量削減を求めていく、というより強い表現
にする必要があるのではないか。一組の立
場から23区に対し一層のごみ量削減を強く
求めるべきである。（P.20）

　「一組の立場から23区に対し一層のごみ量削減を
強く求めるべきである。」との御意見につきまして
は、以下のとおりと考えます。

　参考期間については、平成41年のごみ量を横引
きして現状の施設規模を前提として焼却余力などを
イメージとして示したものでであり、多くの仮定の中
で作成されたものとなっております。
　23区はそれぞれごみ減量の目標を立て、削減に
向けて取り組んでおり、目標値は一組のごみ量予
測を下回っていると推定しています。一組のごみ量
予測は、処理すべきごみ量を検討するものであり、
各区のごみ減量施策の結果としてのごみ量実績を
勘案して行っているため、各区の目標値を合計した
ものとはなりませんが、各区の目標が達成されれ
ば、一組の予測値もさらに低いものとなります。
　こうしたことから、現時点では各区のごみ減量施
策の結果としての実績とごみ処理能力の推移を見
ながら、必要に応じて23区とともに削減について検
討を進めることを基本としておりますので、ごみ量
削減については原文のままとしました。
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項目 意見 回答

その他
災害時
の焼却
余力の
考え方

災害時の焼却余力の考え方について、仮設
焼却炉の立地が困難であることを考慮する
と、強靭化の一環として、積極的に余力を確
保すべきだと思うがどうか。

　「強靭化の一環として余力を確保するべきだ」との
御意見につきましては、以下のとおりと考えます。

　　本計画の施設整備計画では、現有施設の処理
能力を全て活用することで、計画期間中の必要な
焼却余力を確保できることとなりました。従って、計
画期間中において、災害廃棄物の処理が可能とな
るような更なる余力はありませんが、平成30年代前
半までは、余力に若干の余裕があることから、発災
時には、これらを活用するとともに、着手していない
建替工事や延命化工事については延期するなど、
施設整備計画を見直し、処理能力を確保することに
なると考えています。
　しかしながら、大量の可燃性災害廃棄物を処理す
るためには、それでも焼却能力が不足すると考えら
れますので、仮設焼却炉の設置や広域処理につい
ての検討は必須であると考えています。
　災害時の焼却余力については、現在、明確に示さ
れたものはなく、仮に余力を持つ場合はコスト増と
なるため、今後、国が策定するとしている大規模災
害発生時の災害廃棄物対策の行動指針や地域の
実情に合わせた行動計画を策定する中で、検討す
るものと考えております。
　今後、２３区のごみ量や施設整備計画の進捗状
況を見ながら、国等の動向にも注視し、災害廃棄物
の円滑で迅速な処理について検討してまいります。
　なお、災害廃棄物を処理するために必要となる破
砕・選別施設については、不燃・粗大施設整備計画
において、中防不燃ごみ処理センター第二プラント
や粗大ごみ破砕処理施設を廃止せず、当面、休止
として、大規模災害発生に備えることとしています。
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